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プラスチックの普及と処理困難性（高度成長期）

プラスチックの普及
• 戦後、軽くて耐久性に富み成型も容易なプラスチックは広く利用
• 高度成長期に飛躍的に製造量が増加

適正処理が困難
• プラスチック廃棄物の量が増大
• 当時の旧式の焼却炉では、燃焼の際に高温で炉を傷める。塩化水素ガ
ス等の処理が必要。 （その後改善され、これらの問題はなくなった）

• 分解しにくく安定性が高く、またかさばるため多くの埋立用量が必要。
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出典：（社）プラスチック処理促進協会

プラスチック問題は、1970年の廃棄
物処理法制定時（清掃法の抜本改
正）からの廃棄物政策の主要課題



廃プラスチック問題の高まり（～９０年代初め）

焼却処理の困難性
• ダイオキシン問題～焼却場からの飛灰にダイオキシンが含まれるとの
報道から社会問題化（1983）

→いわゆる旧ガイドライン（1990）によるダイオキシン対策などが行われる
も、焼却処理施設に対する住民の反対は厳しいものがあった。
※当時は、廃プラスチックの燃焼とダイオキシンが関連しているとの一般的風潮があったが、実際には
燃やすものが何であるかよりも、燃焼管理や排ガス処理の方がはるかに重要。

最終処分場のひっ迫
• 最終処分場の偏在による自治体間の対立
• バブル景気を経て、多様な生活スタイルに～商品の少量多品種化、多
頻度流通

→廃棄物の量は飛躍的に増加するも、最終処分場の立地が進まず、ひっ
迫が極めて厳しい状況
一般廃棄物の最終処分場の残余年数：約７．８年（1991）
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これと同時期、産業廃棄物の不法投棄が社会問題化（例：香川県豊島）

・排出者責任の強化
・拡大生産者責任の考え方に基づく制度の導入



廃棄物処理政策の転換①

容器包装リサイクル法の制定 （１９９５年）
• 一般廃棄物の太宗を占める容器包装について、メーカー等に一定の役割を持
たせ、市町村による最終処分や焼却処理の負担を軽減することを目指した

• 具体的には、消費者が分別排出、市町村が分別収集・選別保管、事業者が再
商品化を行う役割分担とし、市町村の処理責任を転換。

44

市町村
（分別収集）

例：異物除去、
ベール化

再商品化製品
利用事業者

例：シートや繊維
を製造

商品の提供

再商品化費用の支払い

（再商品化義務の履行）

再商品化費用の支払い

分別基準
適合物の
引渡し

登録

容器包装の流れ 再商品化費用の流れ

再商品化
製品の販売

消費者（分別排出）

例：ペットボトルを
つぶして排出

再商品化事業者
（再商品化の実施）
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容器の製造等・利用事業者、
包装の利用事業者（再商品化義務）

例：ペットボトルの製造事業者、
清涼飲料メーカー

引取契約

容器包装廃棄物の
分別収集

入 札



廃棄物処理政策の転換②
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家電リサイクル法（１９９８年）
• 容積や重量が大きく、構造が複雑なことから、廃棄物として排出された場合に、
市町村による処分や再生利用が困難であった家電について、メーカーにリサイ
クルを義務づける制度を構築。

排 出 者
対象機器：エアコン、テレビ（ブラウン管式）、冷蔵庫・冷凍庫、洗濯機
①適正な引渡し
②収集・運搬、再商品化等に関する料金の支払
（リサイクル料金（大手製造業者の例）：エアコン¥3,150、テレビ¥2,835、

冷凍庫・冷蔵庫¥4,830、洗濯機¥2,520）

排
出
排
出

引 取 義 務
①自らが過去に販売した対象機器
②買換えの際に引取りを求められた対象機器
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①義務者不存在等
②中小業者の委託 自らが過去に製造・輸入した対象機器 実施状況の

監視

（ ）
管理票

（マニフェスト）
制度による
確実な運搬の

確保

再商品化等基準に従った再商品化等実施義務
エアコン:60％、テレビ:55％、冷蔵庫及び冷凍庫:50％、洗濯機:50％

指定引取場所指定引取場所
交付・回付

指定引取場所380箇所
再商品化工場48箇所
（平成19年３月現在）
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廃棄物処理政策の転換③
～ダイオキシン類対策
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 新ガイドライン（1997年）

 ダイオキシン類対策特別措置法の制定（ 1999年 ）

・耐容一日摂取量や環境基準の設定、厳しい排出規制

 市町村の排ガス高度処理事業（ダイオキシン類対策のための集じん装置の
設置などよる高度な排ガス対策）の支援。
・焼却施設の大型化、廃棄物処理の広域化

ＤＸＮの排出量が減ってる絵

ダイオキシン類の排出総量の推移



最終処分場の状況

・最終処分量が年々減少するとともに、残余年数についても一定の改善。
・他方で、平成1７年度末における全国の産業廃棄物の最終処分場の残余年数
が7.７年、特に首都圏については3.4 年であるなど、依然として非常に厳しい状
況。

・循環型社会の構築に向けて、一層の３Ｒの取組推進が重要。

最
終
処
分
量 3,241万トン 約2,300万トン

●現状から
さらに３割
削減の目標

-70% ●旧循環基本計画
の目標

1990 2005 2015

約2,800万トン

2010

-30%

1億909万トン

5,710万トン

●世界に誇れる最終処分量
の削減を実現！

2000



さらなる３Ｒの取組①

廃棄物処理法の基本方針の改正（2005年）
• 中環審意見具申（循環型社会の形成に向けた市町村による一般廃棄物処理の
在り方について、平成17年2月）を受け、廃棄物処理法に基づく基本方針を改正。

←これまでの公衆衛生の向上やダイオキシン類対策を含む公害問題の解決から、
循環型社会の形成へと廃棄物・リサイクル政策の目的が変遷。
• 循環型社会形成推進基本法（2000）やこれに基づく循環型社会形成推進
基本計画の策定(2003)

• G８シーアイランド・サミットでの３Rイニシアティブの提唱(2004)

◆廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図るための基本的な方針（平成１７年改正、抄）

また、処分に関しては、一般廃棄物の発生量及び質に応じて、再生利用、中間処理
及び埋立処分等のうち、焼却処理量、最終処分量及びダイオキシン類の発生量が抑
制されるように配慮しつつ、最適の方法を選択するものとする。例えば、廃プラスチッ
ク類の取扱いについては、まず発生抑制を、次に容器包装リサイクル法等により広
がりつつある再生利用を推進し、それでもなお残った廃プラスチック類については、
最近の熱回収技術や排ガス処理技術の進展、最終処分場のひっ迫状況等を踏まえ、
直接埋立は行わず、一定以上の熱回収率を確保しつつ熱回収を行うことが適当であ
る。



低品質：焼却・熱回収

低品質：リサイクル

中品質：プラスチック代
替品へのリサイクル

高品質：水平リサイクル

•焼却
•発電
•燃料 等

•擬木
•パレット

•雑貨向

•同種の部品
•同種の製品（ただし異種の部品）

プラスチック代替

プラスチック代替

プラスチックの３Rの徹底
• 発生抑制、リサイクル、これができない場合の熱回収の促進

プラスチック・リサイクルの質の向上の推進
• より高品質な廃プラスチックのリサイクルを推進。

質の高いリサイクル
として目指すべき方向
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さらなる３Ｒの取組②

循環型社会形成推進交付金制度の創設（2005年）
• 廃棄物の３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を総合的に推進するため、市
町村の自主性と創意工夫を活かしながら広域的かつ総合的に廃棄物処理・リ
サイクル施設の整備を推進することにより、循環型社会の形成を図る

循
環
型
社
会
形
成
推
進
協
議
会

〜
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
が
構
想
段
階
か
ら
協
働
〜
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◆容器包装リサイクル法（H18）改正の背景
・分別収集量・実施市町村は量的に拡大。
・質の向上については、十分でない例がある。
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Ｈ9 Ｈ10 Ｈ11 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18
ガラスびん

(無色)
ガラスびん

（茶色）

ガラスびん

（その他）

紙製容器包装 ペットボトル ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製

容器包装

年度

市町村の
割合（％）

分別収集実施市町村割合の推移

品目名

分別収集量 再商品化量 分別収集実施市町村数

年間分別収集
見込量
（トン）

年間分別
収集量
（トン）

年間
再商品化量
（トン）

実施
市町村数

全市町村に
対する実施率
（％）

人口
カバー率
（％）

無色の
ガラス製容器

392,074 
339,019 328,775 

1,732 94.8 98.6 
(0.99倍) (1.00倍)

茶色の
ガラス製容器

335,137 
292,323 281,799 

1,736 95.0 98.6 
(0.99倍) (1.00倍)

その他の色の
ガラス製容器

190,925 
181,385 174,004 

1,726 94.5 97.9 
(1.04倍) (1.04倍)

紙製容器包装 154,504 
81,815 78,627 

599 32.8 32.0 
(1.15倍) (1.25倍)

ペットボトル 284,779 
268,266 261,265 

1,752 95.9 99.0 
(1.06倍) (1.07倍)

プラスチック製
容器包装

723,641 
609,215 582,876 

1,234 67.5 73.8 
(1.09倍) (1.08倍)

（うち白色トレイ） 9,504 
4,325 4,051 

696 38.1 36.3 
(0.94倍) (0.97倍)

（うち白色トレイ
を除く） 714,136 

604,891 578,825 
941 51.5 59.2 

(1.09倍) (1.08倍)

スチール製容器 388,178 
304,578 299,058 

1,793 98.1 98.2 
(0.92倍) (0.93倍)

アルミ製容器 162,226 
134,458 132,091 

1,800 98.5 98.3 
(0.96倍) (0.96倍)

段ボール製容器 724,537 
584,312 580,229 

1,588 86.9 85.4 
(1.05倍) (1.06倍)

飲料用紙製容器 27,677 
15,921 15,735 

1,355 74.2 84.3 
(0.98倍) (0.99倍)

合計 3,383,677 
2,811,293 2,734,460 

－ － －
(1.03倍） (1.03倍)

※ 括弧内の数字は前年度比。

※ 実施市町村は平成19年３月末時点の数値。

※ 平成19年３月末時点の全市町村数は1,827（東京23区含む）。

※ 年間分別収集見込量は第4期分別収集計画計画策定時のもの。

※ 年間分別収集見込量、年間分別収集量及び年間再商品化量には市町村独自処理量が含まれる。

※ 白色トレイは、白色トレイのみ分別収集しているものを示す。

平成１８年度分別収集実績

さらなる３Ｒの取組③



12年度

＜想定費用＞
（＝再商品化に見込まれた費用の総額）

＜現に要した費用＞
（＝再商品化に現に要した費用の総額）

再商品化費用の想定
に係る基準年度

＜各市町村への拠出＞
（＝合理化への寄与度に応じて按分）

特
定
事
業
者
の
再
商
品
化
費
用
負
担
総
額

再商品化費用が
合理化された分

１／２

さらなる３Ｒの取組④

容器包装リサイクル法の改正（2006年）
• 質の高い分別収集・再商品化を推進するため、事業者が市町村に資金を拠出
する仕組みを創設。

• 再商品化の合理化に寄与した市町村へ資金拠出、改善へのインセンティブ。
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さらなる３Ｒの取組⑤

容器包装リサイクル法に基づくプラスチック製容器包装の再商
品化手法のあり方についての取りまとめ（2007年）
• 質の高い再商品化を推進するため、品質基準を設定

プラスチック製容器包装の再商品化（※）は、プラスチック製品の原材料等へのリサ
イクルを推進するため、事業者選定の入札において、材料リサイクル手法（プラス
チック原材料等に再商品化）を優先的に取り扱う運用を実施。

しかし、高品質のプラスチック製品への用途拡大は大きく進展していない。

※再商品化手法としては、材料リサイクルとケミカルリサイクル（油化、高炉還元剤化、ガス化、コークス炉化
学原料化）がある。

中環審・産構審の合同会合を設置し、特定事業者、再商品化事業者、自治体、消費者等の
代表により、７回にわたり幅広く意見を聞いて審議を取りまとめ。

①入札における材料リサイクル優先の取扱いについては、優先が認められる品質基
準として、塩素・水分等について適切な基準を設けるべき
②地域のおける連携の推進については、地域の再商品化事業者、地方自治体、・消
費者・特定事業者がコミュニケーションを図り、分別排出・分別収集・再商品化に関
する相互理解を深めることにより地域における連携協働を促進し、効率的な再商品
化を実現するためのモデル事業を実施するべき

従来

中環審・産構審合同会合 取りまとめ(2007)



さらなる３Ｒの取組⑥
 家電リサイクルの再商品化等基準の考え方（生活環境審議会廃棄物処理部会特定家庭

用機器処理基準等専門委員会報告(1999年））

・現段階では、対象機器に含まれるプラスチック類全てについて、再商品化（マテリ
アルリサイクル）を義務づけることは困難。
・鉄、アルミ、銅及びこれらの化合物を原材料とする部材又は素材、テレビジョン受
信機のガラス類及びプリント基板中の金属類を再商品化等の基準の算定根拠と
して盛り込む。
・新法の本格施行後は、プラスチック類のマテリアルリサイクル技術水準・能力の向
上に応じ、順次再商品化等・処理基準に反映させていくべき。
・また、新法制定（平成10年）後に製造・販売された機器の廃棄が中心となり、マテリ
アルリサイクルに必要な条件が整備されると見込まれる新法制定後10年頃には、
プラスチック類全般について、リサイクルの対象とすべき。

→法定基準を超えたリサイクルが進展

14
出典：生活環境審議会廃棄物処理部会特定家庭用機器処理基準等専門委員会報告（平成11年）より抜粋
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電気冷蔵庫・電気冷蔵庫 50%

電気洗濯機 50%
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さらなる３Ｒの取組⑥
家電リサイクル法に基づくプラスチック・リサイクルの検討

• 家電リサイクル法附則の施行５年後の見直し規定に基づき、2006.6から中央環
境審議会・産業構造審議会合同会合において、家電リサイクル制度の施行状況
の評価・検討が行われ、2008.2に報告書として取りまとめ。

• これを受け、中環審廃リ部会特定家庭用機器の再商品化・適正処理に関する専
門委員会（2008.2設置）において、再商品化等基準を検討中。

• 家電リサイクルにおけるプラスチックの再商品化は、施行以降、リサイクル技術
が向上していること、及び、プラスチック価格が上昇していること等により、その
量・割合共に大幅に増加していることを踏まえ、現在、検討が行われている。

○各品目のプラスチックの再商品化状況 （単位はトン、括弧内は全処理重量に対する割合）

出典：家電リサイクル年次報告書（平成18年度版） （財団法人家電製品協会）

2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

エアコン
その他
有価物

434(1%) 1,487(2%) 2,439(3%) 3,185(4%) 4,742(6%) 5,552(7%)

ブラウン
管テレビ

その他
有価物

4,291(5%) 5,756(6%) 7,481(8%) 9,823(10%) 15,820(15%) 21,645(18%)

冷蔵庫・
冷凍庫

その他
有価物

1909(1%) 4,890(3%) 9,115(6%) 10,888(7%) 14,999(9%) 22,762(14%)

洗濯機
その他
有価物

828(2%) 2,652(4%) 6,365(8%) 8,903(10%) 15,190(16%) 19,385(20%)

※ 出典では「その他有価物」と区分されているが、その大半がプラスチックである。
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家電リサイクル法に基づくプラスチック・リサイクルの推進
・家電リサイクルにおけるプラスチックリサイクルの量が大幅に増加していることに
加えて、環境配慮設計等との相乗効果として、高度なリサイクルが推進されている。

・また、高純度の再生プラスチックが大量、安定的に回収できるようになったこと
から、家電から家電へのいわゆる水平リサイクルが実現している先進的な取
組もある。

出典：中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会家電リサイクル制度評価
検討小委員会、産業構造審議会環境部会廃棄物・リサイクル小
委員会電気・電子機器リサイクルＷＧ 第5回合同会合 ２００６年
１２月１１日資料５－２、 家電業界の環境配慮設計の取り組み
（財）家電製品協会
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・プラスチックは、その特性から戦後、適正処理が課題であったが、
近年、リサイクル技術や処理技術が発展し、リサイクル・処理が
可能になってきたところ。
・また、制度的にも、廃棄物処理法及び容器包装リサイクル法等に
より、一般家庭から排出されるプラスチック等について、リサイク
ルが進展してきている。
・最終処分場の残余年数については、依然として非常に厳しい状
況にあることから、引き続き、プラスチックについてもリサイクルの
推進が必要。
・廃プラスチック類の取扱いについては、まず発生抑制を、次にリ
サイクルを推進し、それでもなお残った廃プラスチック類について
は、最近の熱回収技術や排ガス処理技術の進展、最終処分場の
ひっ迫状況等を踏まえ、直接埋立は行わず、一定以上の熱回収
率を確保しつつ熱回収を行うことが適当。

・リサイクルについては、可能な限り高品質なプラスチックのリサイ
クルを目指すことが適当。


